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いる[9]。また中部電力との共同事業として 1000 kW のメガソーラーが設置されている。 
家庭用エネルギーハンドブック（2014 年版）によれば、2012 年時点の、住宅における太陽光
発電システムの普及率は、全国で 2.5％、東海地域で 3.5％である。一方、飯田市 HP「環境モ
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資斡旋・利子補給（上限なし）と市内事業者からの設備購入が開始され、2004-2007 年度には
1kW 当たり 30,000 円（上限 10 万円）、2008-2010 年度には１kW 当たり 70,000 円（上限 20 万
円）があり、かつ国の補助金との併用が可能になった（現在では助成金額は 1kW 当たり 2 万円、










に 1.5－2 万 kW のメガソーラー発電所の設置を目指しており、その一環として平成 23 年度 1
月には飯田市川路城山において１MW の太陽光発電設備の営業運転を開始している[１]。この
施設は中部電力管内では第 1 号のメガソーラーであり、しかも中部電力の所有地外の設備に
なっている[3]。敷地面積は 18,000 ㎡、パネル数 4704 枚、設備出力 1000kW（年間想定発電電
力量 100 万 kWh）となっている。この数値を基礎に計算すれば設備利用率は 11.4%となる。太




 太陽電池モジュールで発電された電気は 310－420 ボルトの直流であり、パワーコンディショ
ナーを通して 210V の交流に変換され、さらに変圧器を通して 6600V の配電線に接続されてい
る。 





日照時間的には比較的恵まれており、南の静岡市にやや劣る程度の年間 2139 時間（2012 年）
である。日照時間／年間時間数は 0.244 であり、全国平均よりは高い。ただこの数値は年によっ
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とコストの低下が背景になっている。1990 年前後のパネル価格は 300 万円/kW を超える状況に
あったが、最近では 35-55 万円/kW にまで低下している（瀬川[11]）。 
かつては電力会社も、太陽光発電技術の開発には関心を持つものの、導入には必ずしも熱心
とはいえない状況が長く続いていた。第一には、かつて 10 年前後前でも、設備が kW 当たり数
十万円-100 万円以上の水準にあり、既存の火力と比べて経済性がかなり劣っていたことが原因


















 おひさまファンドによる太陽光発電事業は、20 年の長期契約であり、22 円/kWh の買い取り
契約となっている（原[12]）。価格は長期的に考えれば電気料金と比較して妥当な水準と思われ
る。2004 年-2013 年の間に南信州地域に設置された太陽光発電設備は 268 ヶ所、設備容量は合
計で約 2600kW になるという[16]。 
 これからの太陽光発電は、家庭で電力を使用する住宅用が主なのか、工業用利用も行うメガ
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ソーラーが主なのかという問題もあろう。現在の日本では、太陽光発電設備の 8 割は住宅用で
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から 2011 年にかけて行われた立山小水力発電事業では、契約タイプにより一口 50 万円あるい
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は 300 万円により出資募集を行い、536 名より 7 億 8100 万円の出資金が集められているという












































 NEDO[20]が 2009 年に発行した太陽光発電ビジョン（PV2030+）によれば、全国ベースにお
ける 2030 年の太陽光導入シナリオは 40GW（1170 万戸）となっている。なお、2012 年時点に
おける全国の住宅用太陽光発電規模は 5.1GW、普及率 2.5％、平均設備規模 4.0kW）となって
いる（家庭用エネルギーハンドブック[17]）。 
 2030 年における世帯数は社会保障・人口問題研究所による予測によれば、5123 万戸程度なの































 ここ 10 年間で、太陽光発電の発電単価は大幅に低下した。現在ではすでに 30 円/kWh（パワー
コンディショナーや設置工事も含む）が達成されたといわれている。それゆえ、買い取りの FIT
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費、修繕費、電池、各種部品などの費用はパネルコストと並行して大きく下がることは期待で
きないであろう。実際は 2030 年に 7 円/kWh という目標は容易でなく 10-20 円/kWh 程度と想
定するのが妥当だろう。 
 短中期的な太陽光発電の導入に最も影響を与えるのは、パネルのコスト定価と FIT による買
取制度の今後の動向である。福島原発事故の後、42 円／kWh で始まった買取価格はすでに下落



















 逆に将来も導入目標の積極策（2030 年普及率目標 40％と財政的支援）を続けた場合はどうで
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